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① 標準ソフトウェアのオススメポイント！

 ② どんな利用イメージなの？

 ③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？
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地方公会計標準ソフトウェアとは



導入検討① 標準ソフトウェアのオススメポイント！

総務省の方針によって自治体に配布されている

公会計の標準ソフト

H27.9～H28.5で

既に９５１団体がダウンロード

整備が本格化するH28・29で

更に増加見込
現在も団体数増加中！

 地⽅公会計標準ソフトウェアは、総務省の⽅針により、⾃治体負担の軽減を⽬的として開発・配布されている公会計⽤のソフトウェアです（利⽤は任意）。
 平成２７年９⽉末より配布を開始し、希望する団体に対して地⽅公共団体情報システム機構（J-LIS）より配布を⾏っています。
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導入検討① 標準ソフトウェアのオススメポイント！

各種サービスを無 償で提供

ソフトウェア購入経費

ソフトウェア保守経費

ヘルプデスク利用費

すべて

0 円
一般的にはすべて

有 償の場合が多い

標準ソフトウェア

一般的な
ソフトウェア製品

 公会計専⽤システムに限らず、⼀般的にソフトウェア製品は、保守サービスの提供や問い合わせ窓⼝の利⽤に際して、有償での利⽤となる場合も多い
ですが、標準ソフトウェアについては現時点で、すべて無償で提供しています※。

4※稼動に必要なミドルウェアの製品保守サービスについては有償となります。



導入検討① 標準ソフトウェアのオススメポイント！

事務負担を大幅軽減

 財務書類の作成のうち、最もウェイトの⼤きい作業は、仕訳の作成です。標準ソフトウェアでは、既存の財務会計システムから出⼒される歳⼊歳出伝票等のデータ
を取り込むことによって、大半の仕訳を自動作成することができます。

年間 数万件～

最大１００万件

仕 訳

歳入歳出伝票等 財務書類

仕訳に変換

標準ソフトウェア

財務書類作成の
メインとなる仕訳作成の

大半を自動で実施

自動処理

5



PL職員給与費？

導入検討① 標準ソフトウェアのオススメポイント！

初心者に配慮した安心設計

 作成するための基本的な機能があるだけではなく、徹底して初心者に配慮した機能を用意しています。

CF物件費等支出？
NW税収等？
貸方？借方？

！

複式簿記や統一的な基準に不慣れな方も・・・

ソフトウェアがサポートします！

行いたい処理の内容を選択し・・・

例：⾃動仕訳処理ができない仕訳の作成時

標準ソフトウェア

候補から選択するだけ！

本来、ゼロから仕訳作成するには
公会計への深い理解が必要・・・

システム導入・操作のご不明点は
ヘルプデスクに常時問い合わせ可能！（無償）
⾯倒な⼿続きは⼀切なしで利⽤できます。

⽉〜⾦ 9:00〜17:00対応可能
TEL・MAILで問い合わせ可能

財務書類作成のメイン
となる仕訳作成作業も
しっかりサポート！

充実した初期データ等

統一的な基準に完全準拠

資金仕訳変換表の例から耐用年数省令を反映した耐用年数の分類まで、
統一基準で示されている数多くの情報が予め、初期データとして用意しており、
統一的な基準や耐用年数省令を参照する手間を大幅に軽減できます。

統一的な基準に完全準拠しており、細かな基準を意識

しなくても安心して財務書類を作成・公表できます。
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導入検討① 標準ソフトウェアのオススメポイント！

充実の活用機能

 財務書類は作成するだけでなく、マネジメントへの活用が期待されているところです。標準ソフトウェアでは活用に関する機能も搭載しています。

「・・・・・これまでのように単に財務書類等を作成するだけでなく、予算編成や⾏政評価等に 積極的に活用していくことが期待されます。」

（総務省『財務書類等活用の手引き』より）

施設等の更新に係る必要額の将来推計を自
動算出。
施設類型別・地域別の推計や、統廃合の
シミュレーションも可能。

固定資産台帳機能や財務書類作成機能が
保有するデータ等から、資産⽼朽化⽐率や債務
償還可能年数等の指標を自動算出。
公会計から得られる指標を財政分析や予算編
成に活用することができる。

施設更新必要額の将来推計の算出 資産老朽化比率等の指標の算出

施設別・事業別等の自由に設定したセグメント
における⾏政コスト計算書等を作成し、セグメン
ト分析を可能に。
利⽤者⼀⼈当たりコスト等を勘案した上で、施
設や事業のあり方を検討することができる。

セグメント別財務書類の作成

減価償却累計額

償却資産（建物及び工作物）の
貸借対照表計上額

＋ 減価償却累計額資産老朽化比率 ＝

未償却額

減価償却
累計額

未償却額

減価償却
累計額

保育所小学校

資産老朽化比率

４０％
資産老朽化比率

６０％

（単位：千円）

【行政コスト】

職員給与費 12,237 19,103 10,316

退職手当引当金繰入額 1,170 1,890 1,080

物件費 1,391 1,056 1,908

維持補修費 631 5,145 2,207

減価償却費 6,056 7,857 1,828

その他 1,450 1,495 787

行政コスト合計 22,956 36,546 18,126

【収入】

使用料及び手数料 255 131 154

その他 31 177 228

収入合計 286 308 382

受益者負担割合 1.2% 0.8% 2.1%

利用者一人当たりコスト 1,398円 2,289円 1,459円

公民館の施設別行政コスト
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導入検討① 標準ソフトウェアのオススメポイント！

月次一括仕訳等や日々仕訳にも対応

事務負担の平準化等を目的として
日々仕訳や月次一括仕訳等を検討する団体が増えています！

標準ソフトウェアなら各課で既存の財務会計システム※2を使いながら日々仕訳を実施可能！
日々仕訳方式導入への心理的な障壁を取り除き、移行時のトラブルを軽減できます。

改訂
モデル

基準
モデル

統一的
な基準

各モデルの事務負担イメージ※1

原則的に伝票単位の
仕訳が必要となり、
事務負担が大幅増大

仕訳作成を年一回決算期に実施するのではなく、取引発生

（支出時等）ごとや月ごとに事務負担を平準化

現在使用している財務会計
システムで日々仕訳可能

※2 財務会計システムの改修は必要です。

・ ・ ・ ・ ・ ・

※1 割合はイメージです
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 ① 標準ソフトウェアのオススメポイント！

 ② どんな利用イメージなの？

 ③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？
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地方公会計標準ソフトウェアとは



１

• 開始貸借対照表の登録
• (1) 固定資産台帳（開始時）の整備

• (2) 勘定科目別の残高登録

２
• 固定資産の異動情報の登録

３
• 仕訳の登録

4
• 財務書類等の出力

①資産や負債の増減情報（取引情報）を把握し、
仕訳として記録。自治体の取引情報の大部分は、
歳入歳出情報から把握可能なため、既存財務会
計システムから出⼒された現⾏官庁会計の歳⼊歳
出伝票データを標準ソフトウェアに取り込むことで自
動的に変換し、仕訳の大半を作成。

②自動変換できない一部の歳入歳出伝票については、
標準ソフトウェアの画⾯から執⾏内容等を把握するこ
とで適切な仕訳を利⽤者が判断し、修正機能を使って
⼿動で適切な仕訳を画⾯から⼊⼒。

③その他、歳入歳出情報の変換では作成できない
ごく一部の仕訳を入力(引当金計上など)。

④また、並行して、個別の固定資産の増減情報を
調査して入力（固定資産台帳の更新）

導入検討② どんな利用イメージなの？

財務書類

①自治体が保有する期首（4月1日）時点の
すべての資産・負債を調査。

②勘定科目（建物・地方債など）ごとの残高
の合計⾦額を標準ソフトウェアに⼊⼒。
（開始貸借対照表の完成）

※ただし、固定資産については、集計⾦額だけ
でなく、個別の資産情報（名称や取得日等）
も標準ソフトウェアに⼊⼒。
（固定資産台帳（開始時）の完成）

利用手順の全体像

自 治 体

平成28年4月1日時点

地方債の合計⾦額固定資産の
個別情報

現⾦の合計⾦額

情報⼊⼒

自 治 体

取引情報

歳入歳出情報を
仕訳に変換して記録

平成28年 4月1日 〜 平成29年3月31日

歳入歳出
伝票

出⼒

財務会計システム 標準ソフトウェア

作成された大量の仕訳はソフトウェアが自動集計処理し、財務書類を出力。
なお、減価償却費も自動計算することができる。

１（開始貸借対照表の登録）については導入初年度に必要な作業。２年目以降は２～４のみ実施。

※なお、導入初年度にはその他、マスタの整備（初期設定）を行う。

建物 500万円 地方債300万円

○○公⺠館 200万円 H10/6/30

標準ソフトウェア

自動
変換
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１

• 開始貸借対照表の登録
• (1) 固定資産台帳（開始時）の整備

• (2) 勘定科目別の残高登録

２
• 固定資産の異動情報の登録

３
• 仕訳の登録

4
• 財務書類等の出力

１ 開始貸借対照表の登録

自治体が保有する期首（4月1日）時点のすべての資産・負債の残高を入力する作業です。導入初年度のみ行います。
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導入検討② どんな利用イメージなの？

期首（4月1日）時点のすべての固定資産の個別情報（資産名称や取得日等）を調査し、調査結果を
標準ソフトウェアに入力します。入力方法は２通りあり、
①標準ソフトウェアの外部でデータを作成した後、一括で取り込む「一括登録」
②標準ソフトウェアの画面から直接入力する「画面入力」
のいずれか（もしくは両方を）を利用しながらすべて入力します。

標準ソフトウェアと共に配布されている調査表兼評価算定ツール（エクセルシート）に固定資産の
個別情報（名称や取得日等）を⼊⼒します。⼊⼒が必要な項⽬が網羅されているため、シート
⾃体をコピーし、調査照会⽤の⼊⼒フォーマットとして各課に配布することも可能です。

調査表兼評価算定ツールから、もしくは既存システムから固定資産データを出⼒し、標準ソフトウェアで取込みます。

既存の公有財産管理システム
等から固定資産情報を標準ソフト
ウェアで取込める形式にて出⼒し、
標準ソフトウェアで取込むことも
可能です。

一括登録 画面入力

画⾯から固定資産の個別情報を⼊⼒します。

開始時の固定資産情報登録完了

調査した開始時の固定資産情報をここに⼊⼒

候補から選択するだけ

資産の用途等を選択すると
耐⽤年数を⾃動決定
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取り込める形式でデータ出⼒



導入検討② どんな利用イメージなの？

減価償却累計額の自動計算を実行すれば、固定資産台帳（開始時）の完成です。

ボタンを押すだけで減価償却費の自動計算

固定資産台帳（開始時）の完成

建物・土地等勘定科目ごとの残高集計を
自動計算し、表示するサマリシートも用意

件名 耐用年数分類 耐用年数
所属コード 部課名称 勘定科目コード 勘定科目名称 資産名称 所有関係区分 所有関係区分名

称
耐用年数分類 名称 耐用年数

760100 消防総務課 1-070-000 建物 東西市消防局 消防局・北消防署 0 自己資産 1070000-001-01鉄骨鉄筋コンクリート50年
760100 消防総務課 1-070-000 建物 東西市消防局 自転車置場 0 自己資産 1070000-006-02鉄筋コンクリート 38年
760100 消防総務課 1-070-000 建物 東西市消防局 電気室 0 自己資産 1070000-045-02鉄筋コンクリート 38年
760100 消防総務課 1-070-000 建物 東西市消防局 震災倉庫 0 自己資産 1070000-005-10鉄骨造 31年

所属 勘定科目 リース区分
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導入検討② どんな利用イメージなの？

固定資産台帳のデータを集計し
て、開始時の残⾼を計算し⼊⼒。

財務会計システムや基⾦管理シ
ステム等の外部システムで管理し
ているデータを利⽤するなど、何ら
かのかたちで残⾼を調査し、⼊⼒。
引当⾦については、個別に計算し、
⼊⼒。

財務会計システムや起債管理シ
ステム等の外部システムのデータを
利⽤するなどしながら残⾼を調査
し、⼊⼒。
引当⾦については、個別に計算し、
⼊⼒。

固定資産台帳のサマリシートを利⽤

勘定科目（土地・地方債等）ごとの残高の合計金額を調査し、入力することで開始貸借対照表が完成します。

標準ソフトウェアと共に配布されている開始貸借対照表作成用ワークシート（エクセルシート）
に勘定科⽬ごとの残⾼を⼊⼒します。
⼊⼒後、ワークシートから標準ソフトウェアに取込み可能な形式でデータを出⼒します。

開始貸借対照表作成⽤ワークシートから出⼒されたデータを標準ソフトウェアに取込みます。

開始貸借対照表の登録完了
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１

• 開始貸借対照表の登録
• (1) 固定資産台帳（開始時）の整備

• (2) 勘定科目別の残高登録

２
• 固定資産の異動情報の登録

３
• 仕訳の登録

4
• 財務書類等の出力

２ 固定資産の異動情報の登録

期中（4月1日～3月31日）に発生したすべての固定資産の異動情報（増減情報等）を入力する作業です。
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導入検討② どんな利用イメージなの？

期中のすべての固定資産の異動情報（増えた資産の情報や減った資産の情報など）を調査し、入力します。
入力方法は、固定資産台帳（開始時）の作成時と同様２通りあり、
①外部でデータを作成した後、一括で取り込む「一括登録」
②標準ソフトウェアの画面から直接入力する「画面入力」
のいずれか（もしくは両方を）を利用しながらすべて入力します。

標準ソフトウェアと共に配布されている調査表兼評価算定ツール（エクセルシート）に
増減した固定資産の個別情報を⼊⼒します。シート⾃体をコピーし、調査⽤の⼊⼒フォーマット
として各課に配布することも可能です。

調査表兼評価算定ツールに⼊⼒された情報を標準ソフトウェアで取込める形式にて出⼒する、
もしくは既存システムからデータ出⼒し、標準ソフトウェアで取込みます。

既存の公有財産管理システム
等から固定資産情報を標準ソフト
ウェアで取込める形式にて出⼒し、
標準ソフトウェアで取込むことも
可能です。

一括登録 画面入力

固定資産の異動情報登録完了

増減した固定資産情報をここに入力

画面入力

画面から固定資産の異動情報を入力します。

候補から選択するだけ

資産の用途等を選択すると
耐⽤年数を⾃動決定
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導入検討② どんな利用イメージなの？

減価償却累計額の自動計算を実行すれば、固定資産台帳の更新完了です。

ボタンを押すだけで減価償却費の自動計算

期末時点の固定資産台帳が完成

建物・土地など勘定科目ごとの残高集計を
自動計算し、表示するサマリシートも用意

件名 耐用年数分類 耐用年数
所属コード 部課名称 勘定科目コード 勘定科目名称 資産名称 所有関係区分 所有関係区分名

称
耐用年数分類 名称 耐用年数

760100 消防総務課 1-070-000 建物 東西市消防局 消防局・北消防署 0 自己資産 1070000-001-01鉄骨鉄筋コンクリート50年
760100 消防総務課 1-070-000 建物 東西市消防局 自転車置場 0 自己資産 1070000-006-02鉄筋コンクリート 38年
760100 消防総務課 1-070-000 建物 東西市消防局 電気室 0 自己資産 1070000-045-02鉄筋コンクリート 38年
760100 消防総務課 1-070-000 建物 東西市消防局 震災倉庫 0 自己資産 1070000-005-10鉄骨造 31年

所属 勘定科目 リース区分

17



１

• 開始貸借対照表の登録
• (1) 固定資産台帳（開始時）の整備

• (2) 勘定科目別の残高登録

２
• 固定資産の異動情報の登録

３
• 仕訳の登録

4
• 財務書類等の出力

３ 仕訳の登録

期中（4月1日～3月31日）に発生した取引をすべて仕訳として入力する作業です。

18



導入検討② どんな利用イメージなの？

財務書類は仕訳の積み上げで構成され、記載されている内容（計数）は基本的に仕訳を集計することですべて作
成されます。以下では、まず、標準ソフトウェアを利用して仕訳を作成する際の考え方を参考として示します。

自 治 体

取引

平成28年 4月1日 ～ 平成29年3月31日

5/7     BS 建物（事業用資産）○○円/CF 公共施設等整備費支出○○円

12/23  △△ △△△△ △△円 /×× ×××× ××円

平成28年 4月1日 ～ 平成29年3月31日

仕訳とは、取引（＝「施設を作った」「補助⾦を⽀出した」など資産・負債等の増減が発⽣する⾏為）を一定のルールに基づいて記録したものであり、自治体のすべての取引に係る仕訳を
作成し、これを集計することにより財務書類が作成されます。

仕 訳

集計

財務書類

すべての仕訳を作成するためには、年間の取引を網羅的に把握し、これをすべて仕訳情報に変換する必要があります。
取引は、現⾦の流出⼊を伴う「資⾦取引」と現⾦の流出⼊を伴わない「⾮資⾦取引」に大きく分けられますが、自治体の場合、一般的に仕訳の⼤半は資⾦取引です。
資⾦取引を記録した「資⾦仕訳」と⾮資⾦取引を記録した⾮資⾦仕訳について、標準ソフトウェアでは以下の①〜④のとおり作成します。

①資⾦仕訳の⼤半は、財務会計システムから出⼒される歳⼊歳出伝票データ（⽀出命令等）を自動的に仕訳に変換することで作成されます。この場合、執⾏予算科⽬により仕訳を確定しています。
②資⾦仕訳のうち、執⾏予算科⽬から仕訳を特定できないものについては、執⾏内容などを勘案しながら適切な仕訳を特定し、歳⼊歳出伝票データを⼿動で仕訳に変換します。
③⾮資⾦仕訳のうち、固定資産の異動に伴うもの（「⼟地の寄付受」など）については、固定資産台帳を作成する際に標準ソフトウェアに⼊⼒した固定資産異動データから⾃動で仕訳を作成します。
④①〜③でも網羅しきれない引当⾦計上などの⾮資⾦仕訳の作成は、直接、標準ソフトウェアに仕訳を⼿⼊⼒します。ただし、この⽅法により作成する仕訳は少なく、⼤半は①〜③で作成されます。

現⾦の流出⼊を伴わない「土地の寄付受」
「退職⼿当引当⾦計上」など

※構成割合はイメージです

歳入歳出伝票データ

① ② ③ ④

予算科目で仕訳特定できる？

Yes
自動作成

No
手動作成

標準ソフトウェアに
⼊⼒された固定
資産異動データ

自動作成 手動作成

資⾦仕訳
（現⾦の流出⼊を伴う「施設⼯事」「補助⾦⽀出」など ）

非資金仕訳

大半の仕訳を自動作成！ 財務会計システム

【参 考】標準ソフトウェアによる仕訳作成の考え方
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導入検討② どんな利用イメージなの？

資金仕訳作成の際は、財務会計システムから出力される歳入歳出伝票データ（支出命令等）を標準ソフトウェ
アに取り込み、一度、一定の仕訳変換ルール（資金仕訳変換表）に則してすべて自動的に仕訳に変換します。
変換の際、歳入歳出伝票データの執行予算科目から仕訳を特定できた伝票は「確定仕訳」として区分され、
仕訳が特定できず、仕訳候補が複数ある伝票は、一時的な措置として候補の中からひとつを自動選択し、仕訳
を作成するとともに「仮仕訳」として区分されます。
なお、「仮仕訳」として区分された仕訳は、この後の処理で必要に応じて仕訳を修正します。

財務会計システム

出⼒ 取込

デスクトップ等に
一時保存

ボタンを押すだけで
仕訳を自動作成 大部分の仕訳作成

作業が完了

執行年月日：2016/12/1
予算科目：市町村税
件名：2016年度分住民税収入
金額：100,000円

執行年月日：2016/12/1
予算科目：市町村税
借方勘定科目：CF税収等収入
貸方勘定科目：NW税収等
件名：2016年度分住民税収入
金額：100,000円 確定仕訳予算科目 仕訳 仕訳区分

市町村税 ⇒ CF税収等収入 /NW税収等 確定仕訳
国庫支出金⇒ CF国県等補助金収入（業務）/NW国県等補助金 仮仕訳
国庫支出金⇒ CF国県等補助金収入（投資）/ NW国県等補助金 仮仕訳

執行年月日：2017/3/31
予算科目：国庫支出金
件名：○○補助金収入
金額：2,000,000円

執行年月日：2017/3/31
予算科目：国庫支出金
借方勘定科目：CF国県等補助金収入（業務）
貸方勘定科目：NW国県等補助金
件名：○○補助金収入
金額：2,000,000円 仮仕訳

資⾦仕訳変換表（予算科目から仕訳への変換ルール）

歳入伝票データ
仕訳伝票

① 資金仕訳の自動作成

仕訳確定

修正が必要
な場合あり

【参考】
標準ソフトウェア内での
⾃動処理イメージ

20



導入検討② どんな利用イメージなの？

「①資金仕訳の自動作成」において仮仕訳として区分されている仕訳については、歳入歳出伝票データの執行
予算科目から仕訳を特定できず、一時的な措置として複数ある仕訳候補の中からひとつを自動選択し、仕訳を
作成している状態であり、適切な仕訳に変換されていない可能性があります。
したがって、仮仕訳に区分されている仕訳について、歳入歳出データの執行内容を勘案しながら、必要に応じ
て適切な仕訳に修正します。

② 資金仕訳の修正

検索条件で要修正の仕訳を絞込

「①資⾦仕訳の自動作成」
にて⼤量の仕訳が⾃動発⾏
されているため、検索機能
を使って仕訳内容の修正が
必要なもののみを抽出する。
具体的には「仮仕訳」を検
索条件とし、また、必要に
応じてその他「⾦額」や
「所属」などの検索条件を
組み合わせながら絞り込む。

絞り込んだ仕訳伝票が一覧で表
示されるため、支出等伝票情報と
仕訳内容を比較し修正が必要な
ものを選択する。
この際、必要に応じて、執⾏内容
の詳細について、執⾏部署等に
調査するといった運用も考えられる。

仕訳伝票

（運⽤例）
例えば、５0万円未満の物の購入はすべて
⼀律「PL物件費/CF物件費等支出」と仕訳
する場合など、⾦額を検索条件として加える。

（運⽤例）
例えば、⼀時的に「PL維持補修費/CF
物件費等支出」と仕訳されている伝票で
件名が「○○施設建設」あるいは⾦額⾮
常に大きいなどの場合は、統一的な基準
に照らすと、「BS 建物（事業用資産）
/CF公共施設等整備費支出」が適切な
仕訳である可能性があるため、資産形成
につながる⽀出なのかどうかを執⾏部署に
確認する。

修正対象の伝票の予算科目等を選択し・・・

仕訳候補から選択するだけ！

選択した仕訳の詳細を表⽰させ適切な仕訳を修正する。
※上記は１件ずつ修正する例ですが、複数の仕訳伝票を選択し、
一括修正する機能もあります。 21



導入検討② どんな利用イメージなの？

非資金仕訳のうち、固定資産の異動に伴うもの（「土地の寄付受」など）については、固定資産台帳を作成する際に
既に標準ソフトウェアに入力している固定資産の異動情報（個別資産の増減情報）から自動で仕訳を作成します。

異動年月日：2016/12/1
異動事由：寄付受
資産負債区分：土地
件名：土地 A団体寄贈分
金額：1,000,000円

執行年月日：2016/12/1
借方勘定科目：BS土地
貸方勘定科目：NW無償所管替等
件名：土地 A団体寄贈分
金額：1,000,000円
確定仕訳資産の種別：土地異動事由：寄付受 ⇒ BS土地/NW無償所管替等

異動事由から仕訳への変換ルール

固定資産台帳データ 仕訳伝票
【参考】

③ 非資金仕訳のうち固定資産の異動に伴うものに係る自動仕訳作成

ボタンを押すだけで既に⼊⼒済の
情報から仕訳を自動作成され、
作業完了

※上記のような固定資産台帳の異動データから⾃動仕訳処理が⾏われるのは、寄付受などの⾮資⾦取引に関する異動のみです。
購入・売却等の資⾦取引に関連する異動に係る仕訳については、財務会計システムの歳入歳出伝票データから自動仕訳によって作成されます。

22

自動仕訳の
処理イメージ



導入検討② どんな利用イメージなの？

①～③でも網羅しきれない引当金計上などの非資金仕訳の作成は、直接、標準ソフトウェアに仕訳を手入力します。
ただし、この方法により作成する仕訳は少なく、大半は①～③で作成されます。

④ 非資金仕訳のうち①～③で作成されない仕訳の作成

標準ソフトウェアでは
⾏いたい処理の内容を選択し・・・

候補から選択するだけ！

多数ある勘定科目から正しい組み合わせを検討し、
仕訳を作成する作業には深い理解が必要だが・・

23



１

• 開始貸借対照表の登録
• (1) 固定資産台帳（開始時）の整備

• (2) 勘定科目別の残高登録

２
• 固定資産の異動情報の登録

３
• 仕訳の登録

4
• 財務書類等の出力

４ 財務書類等の出力

財務書類等を出力する作業です。

24



導入検討② どんな利用イメージなの？

すべての仕訳が作成されたので、財務書類を出力します。これで全ての作業が完了です。

貸借対照表 ⾏政コスト計算書 純資産変動計算書 資⾦収⽀計算書

財務書類作成完了

25エクセル形式で出⼒されるため、加⼯等も⾃由に可能



 ① 標準ソフトウェアのオススメポイント！

 ② どんな利用イメージなの？

 ③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？

26

地方公会計標準ソフトウェアとは



標準ソフトウェア
基本版前提ミドルウェア
各種導入マニュアル

導入検討③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？

標準ソフトウェアが稼動するために必要な環境を各自治体で構築していただきます。
当機構では導入マニュアルの公開及びヘルプデスクにてこれをサポートしています。

ヘ ル プ デ ス ク

標準ソフトウェアに関して、専用電話(月〜⾦
9:00〜17:00)およびメールでの問合せ対応

当機構からは以下のものを無償で提供しています

稼動環境の構築を各自治体で実施していただきます

J-LIS

♯ 無償提供物 備 考 参照ページ

1 地方公会計標準ソフトウェア ⼊⼿には⾃治体から当機構への利⽤申請が必要です。 詳細はP28

2 基本版地方公会計前提ミドルウェア 標準ソフトウェアを稼動させる上で最低限⼊⼿する必要があるミドルウェアです。⼊⼿には⾃治体から当機構への利⽤申請が必要です。
（サーバ利⽤する場合には、別途、拡張版ミドルウェア等の購⼊が必要。詳細はP30） 詳細はP28

3 各種導入マニュアル 導⼊作業に必要な情報を記載した資料です。⼿続きなしで⾃治体・事業者ともに⼊⼿できます。 詳細はP29

すべて当機構の配布用webサイト（ https:// www.kokaikei.jp）よりダウンロードすることにより入手可能です。

【想定される環境構築⽅法の例】 《例１》 ♯4.5.6すべて事業者に依頼して実施
《例２》 ♯4.5は事業者に依頼して実施 ♯6は自治体が実施

配布用webサイト

自治体 システム事業者財務会計システム等
事業者

ダウンロード

必要機器等の用意
インストール作業・マスタ整備

財務会計システム等の改修
一部マスタの整備（詳細はP34）

依頼 依頼

参照 参照
問合せ

問合せ問合せ

インストール作業・マスタ整備は事業者に
依頼せず自治体で⾏うことも可能

♯ 環境構築作業 備 考 参照ページ

4 必要機器等の用意 標準ソフトウェアを稼動させるために必要な機器等を入手します。 詳細はP30・31

5 財務会計システム等の改修 標準ソフトウェアが規定する形式でデータ出⼒するために財務会計システムに改修が必要な場合があります。 詳細はP32

6 インストール作業・マスタの整備 標準ソフトウェア等のインストールや初期設定（マスタ整備）作業を⾏います。 詳細はP33

想定される環境構築手順についてはP35参照 27



自治体J-LIS
①利⽤申請

ミドルウェア

ダウンロードサイト

ミドルウェア

②個別パスワード発⾏

③パスワード⼊⼒で
ミドルウェア
ダウンロード

ＰＣ

地方公会計
標準ソフトウェア

ミドルウェア

稼動に必要

無償配布するのは、基本版ミドルウェアであることに注意。

自治体J-LIS
①利⽤申請

標準ソフトウェア

ダウンロードサイト
標準ソフトウェア

②個別パスワード発⾏

③パスワード⼊⼒で
標準ソフトウェア
ダウンロード

導入検討③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？

標準ソフトウェア及び基本版地方公会計前提ミドルウェアは、自治体からの利用申請※に基づき、無償提供して
います。なお、利用申請は、標準ソフトウェアとミドルウェアでそれぞれ個別に行う必要があります。

※利⽤申請の⽅法については当機構HPをご覧ください。
また、申請から提供まで概ね1ヶ月程度かかりますので、ご注意ください。
当機構HP：j-lis.go.jp/rdd/kokaikei/cms_93218820107.html

28



導入検討③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？

導入作業に必要な情報を記載した導入マニュアル等を公開しています。自治体職員及び
システム事業者等の導⼊⽀援を⾏う事業者が参照することを想定しています。

各導入マニュアルの名称 説明 主な用途

ソフトウェア機能概要説明書 標準ソフトウェアの機能概要が記載されています。 自治体：導入検討時に標準ソフトウェアの仕組みを把握する。
事業者：環境構築作業に係る⾒積り作成を依頼された際の参考情報とする。

操作手順書（ドキュメント・動画） 標準ソフトウェアの操作方法が記載されています。
ドキュメント版と動画版があります。

⾃治体：導⼊検討時に、標準ソフトウェアを使⽤した場合の運⽤を検討する参考資料とする。
また、導⼊後に操作の不明点を確認する。

事業者：環境構築作業に係る⾒積り作成を依頼された際や実際に環境構築作業を委託された場
合に、運用方法を想定するための参考情報とする。

システム運用マニュアル案
運用する際のシステム面での運用方針案が記載されています。システム
障害発⽣への対策としてバックアップを保存する場合の⽅法や復旧の際
に必要となる情報を記載しています。

⾃治体：システム障害への対策としてバックアップをとる場合や実際に障害が発⽣した際の復旧作業
時に参照する。

事業者：⾃治体よりシステムの運⽤を委託された場合の⾒積り作成や実際の運⽤時に参照する。

インタフェース仕様書
標準ソフトウェアにおいて扱うデータの具体的項⽬や配列等を⽰していま
す。

⾃治体：導⼊検討時に標準ソフトウェアを運⽤する上で⼊⼒が必要となる固定資産情報項⽬を把
握するために左記資料の3.1や6.2を参照する。
また、導⼊後に様々な情報を標準ソフトウェアに⼊⼒する際に参照する。

事業者：環境構築作業に係る⾒積り作成を依頼された際に、財務会計システムの改修規模の積算
や既存の資産管理システム等とデータ連携が可能かの検討のための参考資料とする。
その他、初期設定としてのマスタ整備作業に係る⾒積り作成を依頼された場合にその作業
⼯数を⾒積もるための参考資料とする。
実際に環境構築作業を委託された場合には、参照しながら各作業を⾏う。

システム仕様書 稼動に必要なハードウェア・ソフトウェア等について記載されています。
自治体：必要なハードウェア・ソフトウェア等を把握する。
事業者：環境構築作業に係る⾒積り作成を依頼された際に、必要なハードウェア・ソフトウェア等を把

握し積算し、実際に環境構築作業を委託された場合は、必要なハードウェア・ソフトウェア等
の調達の参考資料とする。

インストール手順書 標準ソフトウェア稼動時に必要なインストール作業の手順について記載
されています。

自治体：導入検討時に、インストール作業が職員で実施可能かを検討する際の参考情報とする。
インストールを職員で実施する際には、記載の手順どおり作業する。

事業者：インストール作業に係る⾒積り作成を依頼された際に、⼯数積算のための参考資料とする。
実際に環境構築作業を委託された場合には、参照しながら各作業を⾏う。

サンプルデータ 資⾦仕訳変換表等の各種マスタのサンプルデータや伝票データのサンプ
ル等が掲載されています。

自治体：導入後、マスタの整備等を自治体で実施する場合に参照する。
事業者：財務会計システムの改修やマスタ整備を委託された際に参照する。

すべて当機構の配布用webサイト（https://www.kokaikei.jp）よりダウンロード可能です。
手続きなしで自治体・事業者ともに入手できます。

その他参照資料の名称 説明 主な用途

FAQ よくある質問への回答について記載されています。 導⼊検討時及び導⼊後に不明点が⽣じた場合に参照する。
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導 入

必要機器等 詳細 経費 備考

アプリケーション
地方公会計標準ソフトウェア 無償 利⽤申請必要

Internet Explore 11

有償
自治体内で既に有している場合
は購⼊不要
調達する場合は、サーバ及びＰ
Ｃと同時に調達する場合が多い

Microsoft Office Excel201332bit SP1

ＯＳ

【パターンA】
Windows1064bit

【パターンB〜D】
サーバ：Windows Server 2012 

R2 Standard Edition
クライアントPC：Windows 7（SP1）又は

8.1 又は10

ミドルウェア

基本版地方公会計向け前提ミドルウェア 無償 利⽤申請必要
全パターンで必要

拡張版地方公会計向け前提ミドルウェアセット

有償

パターンB・C・Dの場合必要

拡張版地方公会計向け前提ミドルウェア
追加ライセンスセット パターンC・Dの場合必要

サーバ・ネットワーク機器 システム仕様書記載の性能を
満たすもの

パターンB・C・Dの場合必要
自治体内で既に有している場合
は活用を検討

ＰＣ システム仕様書記載の性能を
満たすもの

全パターンで必要
自治体内で既に有している場合
は購⼊不要

セットアップＳＥ作業 ー
自治体でセットアップ可能な場合
もあるので調達の要・不要を検
討

既存システムの改修 ー 改修の要・不要を検討

保 守

経費
無償

有償

導入に必要な機器等については以下のとおりです。なお、団体の状況に応じてシステム構成のパターンが異なり、必要機器等が異なります。
システム構成パターンについては、P31をご覧ください。

※詳細はシステム仕様
書にて確認してください

導入検討③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？
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団体規模
仕訳方式

期末一括仕訳 日々仕訳

小規模① パターンA パターンC

小規模② パターンB パターンC

中規模 パターンC パターンD

大規模 パターンD

団体規模 地方公会計標準ソフトウェアに取り込む
財務伝票データ件数の目安

小規模 1万件〜10万件
中規模 10万件〜100万件
大規模 100万件程度

業務運用パターン 区分

1台のPCで、地⽅公会計標準ソフトウェアを利⽤して仕訳を
⾏うなどの公会計に関する業務を実施する。 小規模①

複数台のPCで、同時に地⽅公会計標準ソフトウェアを利⽤
して仕訳を⾏うなどの公会計に関する業務を実施する。 小規模②

団体規模の定義

団体規模・運用形態に応じたシステム構成パターン

導入団体の状況に応じて、システム構成のパターンが決定します。システム構成パターンは以下のとおり、団体規模と運用形態で決定します。

導入検討③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？
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標準ソフトウェアは、財務書類を作成するために⾃治体が利⽤している既存の財務会計システムから出⼒された歳⼊歳出伝票データ等を
取り込む運用が基本となります。
一般的な財務会計システムであれば、財務会計システム事業者が一定の改修を加えることによりデータ連携が可能となります。
また、歳入歳出伝票データ等を取り込むために、標準ソフトウェア側では、予算科⽬関連のマスタの整備を初期設定として⾏うこととなります
が、これについても財務会計システム事業者に委託するといった対応も考えられます。

導入検討③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？

財務会計
システム

標準
ソフトウェア伝票

データ

標準ソフトウェア側で規定するデータ形
式で出力するため、既存の財務会計シ
ステムの一部改修が必要な場合も多い

財務会計システムの
事業者が改修実施

データを取り込むため、自治体の
予算科目体系をコードとして登録
する作業である「マスタ整備」が必要
（改修ではなく、設定作業）

財務会計システムの
事業者が実施する
対応も考えられる
（委託が必須ではない）

標準ソフトウェアで規定するデータ形式は
インターフェース仕様書に記載

予算科目に係るマスタ整備に関する情報は
インターフェース仕様書に記載

32

出力 取込



標準ソフトウェアを稼動させるためにはインストール作業を⾏う必要があります。
また、稼動後は初期設定として、マスタの整備を⾏います。

導入検討③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？

配布用webサイト

本格運用開始

稼動開始

ダウンロード

標準
ソフトウェア

基本版前提
ミドルウェア

インストール

マスタの整備

サンプルデータ及びインタフェース仕様書を参考にしてマスタ整備を⾏います（整備すべきマスタの種類についてはP34参照）。

インストール⼿順書に記載の⼿順に沿ってインストール作業を⾏います。
手順書では実際の操作画面を用いてわかりやすく手順を示しています。

3 4 5 6 7 8

所属コード 上位所属コード レベル区分 最下層フラグ 部課名称 部課略称

半角英数字 半角英数字 半角数字 半角数字 全半角文字 全半角文字
20 20 2 1 40 20
○ ○ ○ ○

00000000 00000000000000000000 01 1 東西市 東西市

01000000 00000000000000000000 01 0 健康福祉部 健康福祉部

01100000 01000000 02 1 健康課 健康課

01200000 01000000 02 1 保険課 保険課

01300000 01000000 02 1 福祉課 福祉課

01310000 01000000 02 1 総合福祉会館 総合福祉会館

01400000 01000000 02 0 こども課 こども課

01400010 01400000 03 1 太田第１保育園 太田第１保育園

01400020 01400000 03 1 太田第２保育園 太田第２保育園

インストール手順書

サンプルデータ インターフェース仕様書
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＃ データ名称 作成担当者（例） 概 要

１ 職員コードマスタ 導入団体 標準ソフトウェアを利⽤する職員の情報を登録する。

２ 所属コードマスタ 導入団体 部署名等の情報を登録する。

３ 予算科目コードマスタ 財務会計システムベンダ
又は導入団体

予算科目や事業の情報を登録する。

４ 歳出節細節細々節マスタ 財務会計システムベンダ
又は導入団体

５ 事業節細節細々節マスタ 財務会計システムベンダ
又は導入団体

６ 事業コードマスタ 財務会計システムベンダ
又は導入団体

７ 勘定科目コードマスタ 導入団体 勘定科目の設定を登録する。予め、標準ソフトウェア側で初期データを用意している。

８ 自動仕訳マスタ 導入団体 資⾦仕訳変換表の設定を登録する。予め、標準ソフトウェア側でサンプルデータを用意している。

９ 仕訳パターンコードマスタ 導入団体 仕訳のパターン（組み合わせ）を登録する。予め、標準ソフトウェア側で初期データを用意している。

１０ 耐⽤年数分類マスタ 導入団体 耐⽤年数の分類を登録する。予め、標準ソフトウェア側で初期データを用意している。

１１ 異動事由仕訳マスタ 導入団体 固定資産の勘定科⽬と異動事由ごとに対応する仕訳を登録する。予め、標準ソフトウェア側で初期
データを用意している。

標準ソフトウェアの導入後、初めて利用する際には、初期設定作業として以下のようなマスタを整備します。
ただし、マスタによっては、標準ソフトウェアにおいて予め用意している初期データをそのまま利用することも可能です。

導入検討③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？
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地方公共団体

実施作業 参照資料

標準ソフトウェアの概要把握
・地方公会計標準ソフト
ウェアの導入について
（当該資料）
・操作手順書

連携できる可能性がある
既存システム把握

※財務会計システムや資産管理システムが
庁内に存在するかどうか確認

※連携は必須ではないことに注意（特に資
産管理システム）

ー

運用体制の検討
（1台利⽤or複数台利⽤/期末一括・日々仕訳） ー

固定資産情報をエクセル等で整備 インタフェース仕様書の3.1に
て整備に必要な項目確認

インストール作業・マスタ整備を自治体で実施するか
もしくは事業者に委託するか検討

インストール手順書
インタフェース仕様書

システム事業者

実施作業 参照資料

必要機器等の検討・⾒積り システム仕様書

既存システムが連携可能か検討
及び改修⾒積り インタフェース仕様書

インストール作業・マスタ整備等に係る経費⾒積り（⾃
治体より依頼された場合）

インストール手順書
インタフェース仕様書

実施作業 参照資料

必要機器の調達 システム仕様書

連携する既存システムの改修 インターフェース仕様書

インストール・マスタ整備
（団体より依頼された場合）

インストール手順書
インターフェース仕様書

実施作業 参照資料

必要機器の調達 システム仕様書

標準ソフトウェア・ミドルウェアの利⽤申請

※申請から入手まで1ヶ⽉程度必要
利⽤申請書

資⾦仕訳変換表の検討 _

固定資産情報を整備 インタフェース仕様書 3.1
調査表兼評価算定ツール

固定資産以外の各勘定科目の開始時残高確認

・地方公会計標準ソフト
ウェアの導入について（当
該資料）P14
・開始貸借対照表作成
用ワークシート(サンプル
データ)

インストール作業・マスタ整備
（自治体で実施する場合）

インストール手順書
インタフェース仕様書

導入検討時期 本格導入時期

※参照資料については当機構ＨＰで公開（調査表兼評価算定ツールのみ利⽤申請必要）
※導⼊検討時期から本格導⼊時期への移⾏の際に事業者との契約事務が発⽣することが想定される

導入検討③ 導入にはどんな準備や経費が必要となるの？

導入作業の概要は以下のとおりです。
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